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　2012 年 12 月の「生活基盤の復旧状況」指数（震災前＝ 100）をみると、岩手県、86.4、宮城県
89.3、福島県 81.1 となっている。一見復興がかなり進展しているように見えるが、主に電力やガ
ス、鉄道などの生活基盤の復旧状況を示しており、作業が遅れているものも多い。たとえば、が
れきの撤去率は 3 県ともほぼ 90％近いが、がれきの処理は、宮城県で約 50％、岩手県で約
40％、福島県では約20％に過ぎない（図1）。がれきが被災場所から仮置き場に移動してはいても、
最終的ながれきの処理は進んでいないことを示している。
　震災復興への進捗度合いは、分野によってかなり違う。日本経済新聞 2013 年 3 月 11 日付け朝
刊によると、鉄道、電気、通信などの分野は 9割以上は回復した（表 1）。しかし、堤防など海岸
対策、災害公営住宅、農地、がれき処理、水道施設は、5割以下の回復率だ。避難生活をしてい










































表が遅い。2013 年 5 月に 2010 年度の計数が発表された。
　都道府県別の月次GDPの開発が本論文が焦点を当てるところである。これに近いものとして、
2012 年 5 月から内閣府が公表している「地域別支出総合指数（RDEI）」がある。RDEI とは、
















を反映して長期的な低下傾向にあったが、震災後は上昇に転じた（図 2）。震災のあった 2011 年
1 － 3 月を基準にすると、2012 年 10 － 12 月期は年率約 3兆 5000 億円増加した水準で推移して
いる。ただ、年度別にみると、2010 年は前年比 6.5％減、2011 年度は同 1.6％減と減少基調だ。
　RDEI を使って地域ブロック別に震災後の公的固定資本形成の推移をみると、地域ごとに動き
が違う（図 3）。南関東、東海はほぼ横ばいだが、近畿は 2011 年末を底に上昇している。ほかの
地域ブロックも似た動きをしているが、東北ブロックだけは増加が顕著だ。2011年3月の75（2005
年＝ 100）から 2012 年 7 月には 130 にまで上昇した。
　東北地方を県別にみると、東北地方でも被災 3県とそのほかの県とでは動きが違う（図 4）。山
形県、青森県はほぼ横ばいで、秋田県は大きく減少している。一方で、宮城県は公共投資の増加
が顕著で、2012 年 7 月には、震災前の約 3.5 倍の公共投資が行われた。福島県も増加傾向が続い
ており、2012 年 12 月時点で約 2倍の公的固定資本形成が投じられた。岩手県は震災後、公的資
本形成が減少していたが、2011 年 11 月頃より増加に転じ、増加傾向が続いている。
図 2　公的固定資本形成の動き
（出所）内閣府『国民経済計算』
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